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固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税

鉄
道
事
業
者
等
が
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
九
年
三
月
三
一
日
ま
で
の
間
に
既
設
の
鉄
軌
道
に
係
る
豪

雨
に
よ
る
被
害
を
防
止
し
、
又
は
軽
減
す
る
た
め
に
新
た
に
取
得
し
た
一
定
の
償
却
資
産
に
つ
い
て
、
固
定
資

産
税
の
課
税
標
準
を
当
該
償
却
資
産
に
対
し
て
新
た
に
固
定
資
産
税
が
課
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
年
度
か
ら
五

年
度
間
は
そ
の
価
格
の
三
分
の
二
（
当
該
償
却
資
産
の
う
ち
一
定
の
鉄
道
事
業
者
が
取
得
し
た
も
の
に
あ
っ
て

は
、
四
分
の
三
）
の
額
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
五
条
関
係
）

令
和
二
年
七
月
豪
雨
に
よ
り
滅
失
し
、
又
は
損
壊
し
た
家
屋
の
所
有
者
等
が
一
定
の
区
域
内
に
令
和
七
年
四

月
一
日
か
ら
令
和
九
年
三
月
三
一
日
ま
で
の
間
に
当
該
滅
失
し
、
若
し
く
は
損
壊
し
た
家
屋
に
代
わ
る
も
の
と

市
町
村
長
が
認
め
る
家
屋
を
取
得
し
た
場
合
又
は
当
該
損
壊
し
た
家
屋
を
改
築
し
た
場
合
の
当
該
取
得
さ
れ
、

又
は
改
築
さ
れ
た
家
屋
に
つ
い
て
、
取
得
又
は
改
築
か
ら
四
年
度
間
は
固
定
資
産
税
額
及
び
都
市
計
画
税
額
の

二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
減
額
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
六
条
の
二
関
係
）

令
和
二
年
七
月
豪
雨
に
よ
り
滅
失
し
、
又
は
損
壊
し
た
償
却
資
産
の
所
有
者
等
が
一
定
の
区
域
内
に
令
和
七

年
四
月
一
日
か
ら
令
和
九
年
三
月
三
一
日
ま
で
の
間
に
当
該
滅
失
し
、
若
し
く
は
損
壊
し
た
償
却
資
産
に
代
わ

る
も
の
と
市
町
村
長
が
認
め
る
償
却
資
産
を
取
得
し
た
場
合
の
当
該
償
却
資
産
又
は
当
該
損
壊
し
た
償
却
資
産

を
改
良
し
た
場
合
の
当
該
改
良
さ
れ
た
部
分
に
つ
い
て
、
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
を
取
得
又
は
改
良
か
ら
四

年
度
間
は
そ
の
価
格
の
二
分
の
一
の
額
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
六
条
の
二
関
係
）

公
害
防
止
用
設
備
に
係
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
対
象
に
資
源
循
環
の
促
進
の

た
め
の
再
資
源
化
事
業
等
の
高
度
化
に
関
す
る
法
律
の
認
定
を
受
け
た
者
が
設
置
す
る
一
定
の
廃
棄
物
処
理
施

設
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
五
条
関
係
）

南
海
ト
ラ
フ
地
震
防
災
対
策
推
進
地
域
等
に
お
い
て
、
港
湾
法
の
規
定
に
よ
る
国
の
貸
付
け
に
係
る
資
金
の

貸
付
け
を
受
け
て
改
良
さ
れ
た
一
定
の
特
別
特
定
技
術
基
準
対
象
施
設
の
用
に
供
す
る
償
却
資
産
に
係
る
固
定

資
産
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
対
象
を
国
際
戦
略
港
湾
、
国
際
拠
点
港
湾
又
は
重
要
港
湾
に
お

い
て
新
た
に
取
得
さ
れ
、
又
は
改
良
さ
れ
た
同
法
に
規
定
す
る
一
定
の
協
定
特
定
港
湾
施
設
と
し
た
上
、
そ
の

対
象
資
産
の
取
得
期
限
又
は
改
良
期
限
を
令
和
一
一
年
三
月
三
一
日
ま
で
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
五

条
関
係
）

中
小
事
業
者
等
が
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
に
規
定
す
る
認
定
先
端
設
備
等
導
入
計
画
に
従
っ
て
取
得
を
し

た
同
法
に
規
定
す
る
先
端
設
備
等
に
該
当
す
る
一
定
の
機
械
装
置
等
に
係
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
の
特
例

措
置
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
見
直
し
た
上
、
そ
の
対
象
資
産
の
取
得
期
限
を
令
和
九
年
三
月
三
一
日
ま
で
延

長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
五
条
関
係
）

対
象
を
租
税
特
別
措
置
法
に
規
定
す
る
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
の
増
加
に
係
る
一
定
の
事
項
が
記
載
さ
れ

た
認
定
先
端
設
備
等
導
入
計
画
に
従
っ
て
取
得
を
し
た
機
械
装
置
等
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

対
象
と
な
る
機
械
装
置
等
の
う
ち
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
の
大
幅
な
増
加
に
係
る
一
定
の
事
項
が
記
載
さ

れ
た
認
定
先
端
設
備
等
導
入
計
画
に
従
っ
て
取
得
を
し
た
も
の
に
あ
っ
て
は
、
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
を

当
該
機
械
装
置
等
に
対
し
て
新
た
に
固
定
資
産
税
が
課
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
年
度
か
ら
五
年
度
間
は
そ
の

価
格
の
四
分
の
一
の
額
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

大
規
模
の
修
繕
等
が
行
わ
れ
た
マ
ン
シ
ョ
ン
に
係
る
固
定
資
産
税
の
減
額
措
置
に
つ
い
て
、
当
該
措
置
に
係

る
申
告
書
の
提
出
が
な
か
っ
た
場
合
に
お
い
て
も
、
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
の
適
正
化
の
推
進
に
関
す
る
法
律
に

規
定
す
る
管
理
組
合
の
管
理
者
等
か
ら
必
要
書
類
が
提
出
さ
れ
、
か
つ
、
当
該
マ
ン
シ
ョ
ン
が
当
該
減
額
措
置

の
要
件
に
該
当
す
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
当
該
減
額
措
置
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
上
、

そ
の
対
象
資
産
の
修
繕
等
に
係
る
期
限
を
令
和
九
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
五

条
の
九
の
三
関
係
）

令
和
二
年
七
月
豪
雨
に
よ
り
滅
失
し
、
又
は
損
壊
し
た
家
屋
の
敷
地
の
用
に
供
さ
れ
て
い
た
土
地
で
令
和
二

年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
住
宅
用
地
に
係
る
課
税
標
準
の
特
例
措
置
の
適
用
を
受
け
た
も
の（
以
下「
令

和
二
年
七
月
豪
雨
に
係
る
被
災
住
宅
用
地
」
と
い
う
。）の
う
ち
一
定
の
も
の
を
住
宅
用
地
と
み
な
し
て
固
定
資

産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
等
の
地
方
税
法
の
規
定
を
適
用
す
る
特
例
措
置
に
つ
い
て
、

そ
の
適
用
期
限
を
令
和
八
年
度
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
六
条
の
二
関
係
）

令
和
二
年
七
月
豪
雨
に
係
る
被
災
住
宅
用
地
の
う
ち
当
該
土
地
の
共
有
者
等
が
所
有
し
、
又
は
共
有
持
分
を

有
し
て
い
る
一
定
の
も
の
を
住
宅
用
地
と
み
な
し
て
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置

等
の
地
方
税
法
の
規
定
を
適
用
す
る
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
適
用
期
限
を
令
和
八
年
度
ま
で
延
長
す
る
こ

と
と
し
た
。（
附
則
第
一
六
条
の
二
関
係
）

次
の
と
お
り
非
課
税
措
置
等
の
適
用
期
限
を
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

独
立
行
政
法
人
鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支
援
機
構
が
一
定
の
都
市
計
画
区
域
に
お
い
て
都
市
鉄
道
等

利
便
増
進
法
に
規
定
す
る
都
市
鉄
道
利
便
増
進
事
業
に
よ
り
整
備
し
た
ト
ン
ネ
ル
に
係
る
固
定
資
産
税
の
非

課
税
措
置
に
つ
い
て
、そ
の
対
象
資
産
の
整
備
期
限
を
令
和
九
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
附
則
第
一
四
条
関
係
）

電
気
を
動
力
源
と
す
る
自
動
車
で
内
燃
機
関
を
有
し
な
い
も
の
に
水
素
を
充
塡
す
る
た
め
の
設
備
に
係
る

固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
資
産
の
取
得
期
限
を
令
和
九
年
三
月
三
一
日

ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
五
条
関
係
）

鉄
道
事
業
者
等
が
政
府
の
補
助
を
受
け
て
取
得
し
た
車
両
の
運
行
の
安
全
性
の
向
上
に
資
す
る
一
定
の
償

却
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
資
産
の
取
得
期
限
を
令
和
九

年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
五
条
関
係
）

鉄
道
事
業
者
等
が
取
得
に
よ
り
事
業
の
用
に
供
す
る
新
造
車
両
で
高
齢
者
、
障
害
者
等
が
円
滑
に
利
用
で

き
る
一
定
の
構
造
を
有
す
る
も
の
に
係
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
資

産
の
取
得
期
限
を
令
和
九
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
五
条
関
係
）

令
和
二
年
七
月
豪
雨
に
よ
り
滅
失
し
、
又
は
損
壊
し
た
区
分
所
有
に
係
る
家
屋
の
敷
地
の
用
に
供
さ
れ
て
い

た
土
地
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
各
区
分
所
有
者
が
当
該
土
地
の
持
分
の
割
合
等
に
よ
り

按
分
し
た
額
を
納
付
す
る
義
務
を
負
う
も
の
と
す
る
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
適
用
期
限
を
令
和
八
年
度
ま

で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
六
条
の
二
関
係
）

仮
換
地
等
に
対
応
す
る
従
前
の
土
地
の
全
部
又
は
一
部
が
令
和
二
年
七
月
豪
雨
に
係
る
被
災
住
宅
用
地
等
で

あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
仮
換
地
等
を
令
和
二
年
七
月
豪
雨
に
係
る
被
災
住
宅
用
地
等
と
み
な
し
て
固
定
資

産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
等
の
地
方
税
法
の
規
定
を
適
用
す
る
特
例
措
置
に
つ
い
て
、

そ
の
適
用
期
限
を
令
和
八
年
度
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
六
条
の
二
関
係
）

民
間
資
金
等
の
活
用
に
よ
る
公
共
施
設
等
の
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
選
定
事
業
者
が

一
定
の
選
定
事
業
に
よ
り
取
得
し
た
公
共
施
設
等
の
用
に
供
す
る
一
定
の
家
屋
及
び
償
却
資
産
に
係
る
固
定

資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
資
産
の
取
得
期
限
を
令
和
一
二

年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
五
条
関
係
）

鉄
道
事
業
者
等
が
都
市
鉄
道
等
利
便
増
進
法
に
規
定
す
る
速
達
性
向
上
事
業
に
よ
り
取
得
し
た
一
定
の
都

市
鉄
道
施
設
の
用
に
供
す
る
家
屋
及
び
償
却
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
課
税
標
準
の
特

例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
資
産
の
取
得
期
限
を
令
和
九
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
附
則
第
一
五
条
関
係
）

鉄
道
事
業
者
が
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及
び
再
生
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
鉄
道
事
業
再
構
築
事
業

を
実
施
す
る
路
線
に
お
い
て
政
府
の
補
助
を
受
け
て
取
得
し
た
一
定
の
家
屋
及
び
償
却
資
産
に
係
る
固
定
資

産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
資
産
の
取
得
期
限
を
令
和
九
年
三

月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
五
条
関
係
）

公
益
社
団
法
人
又
は
公
益
財
団
法
人
が
所
有
す
る
文
化
財
保
護
法
に
規
定
す
る
重
要
無
形
文
化
財
の
公
演

の
た
め
の
施
設
の
用
に
供
す
る
一
定
の
土
地
及
び
家
屋
に
係
る
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
課
税
標
準

の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
適
用
期
限
を
令
和
八
年
度
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
五
条
関

係
）
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